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事業内容

１　出資等の状況（H21.4.1現在） （単位：千円,位）

316,300

出資（出捐）額
出資（出捐）
割合

出資（出捐）
順位

備考

200,000 63.2% 1

7,700 2.4% 2

4,700 1.5% 3

4,600 1.5% 4

4,500 1.4% 5

4,200 1.3% 6

4,100 1.3% 7

2,900 0.9% 8

2,800 0.9% 9

80,800 25.5%

２　社員（会員）の状況(社団法人のみ）（H21.4.1現在）

社員数

県

市町村

国又は政府系機関

民間法人

その他

千葉県による公社等外郭団体に関する情報公開

佐倉市他47市町村

社員総数

区　　　　　　分

内
訳

地方公共
団体

成田市

043-223-3442

君津市

主な者

資本金（又は出捐金）

理事長　小　髙　俊　和

043-247-0276

平成6年4月1日

http://www.cctc.or.jp

千葉市中央区出洲港11番2号

千葉県内の地方公共団体が施工する建設事業の円滑で効率的な執
行を支援するとともに、技術者の技術の向上を図り、良質な社会資
本の整備に寄与することを目的とする。　主な事業としては、建設技
術に関する研修、講習の開催及び情報提供を行い、併せて建設工
事に関する設計・積算、施工管理並びに電子計算機による設計積算
システムの運用、保守・管理の受託、構造計算適合性判定業務、建
設材料等に関する試験・研究等を行っている。

千葉県

千葉市

出資（出捐）者

市原市

市川市

柏市

松戸市

船橋市

団体名 財団法人千葉県建設技術センター 県所管課 県土整備部技術管理課



３　財務状況　

(１)貸借対照表から
（単位：千円）

項　　　目 １８年度 １９年度 ２０年度

総資産 1,022,991 910,751 915,792

負　債 187,370 124,061 151,191

(うち有利子負債）

純資産 835,621 786,690 764,601

累 積 損 益（利益剰余金） 519,321 470,390 448,301

（２）損益計算書 （単位：千円）

項　　　目 １８年度 １９年度 ２０年度

総 収 入　　（＝売上高＋営業外収益＋特別利益） 558,461 606,643 641,333

経 常 損 益 65,550 △ 47,001 △ 22,049

当 期 損 益 163,944 △ 48,931 △ 22,089

減価償却前当期損益　　　　 179,077 △ 34,174 △ 1,175

４　年度末借入金残高等の状況 （単位：千円）

　　　項　　　目 １８年度 １９年度 ２０年度

借 入 金 残 高　　　　　     

うち県からの借入金残高

うち県以外からの借入金残高

〈貸借対照表〉　純資産⇒正味財産合計

　　　　　　　　　　利益剰余金⇒一般正味財産

〈損益計算書〉　損益計算書⇒正味財産増減計算書

　　　　　　　　　　総収入（＝売上高＋営業外収益＋特別利益）⇒総収入（＝経常収益＋経常外収益

　　　　　　　　　　＋当期指定正味財産増加額）

　　　経常損益⇒当期経常増減額

　　　当期損益⇒当期一般正味財産増減額

うち県の債務保証又は損失補
償の対象となる借入金残高

※一般社団・財団法人及び公益社団・財団法人（特例法人（従来の公益法人）含む。）については、
次のとおり公益法人会計基準に読み替える。



５　県の財政支出の状況

（１）委託料・補助金等 （単位：千円）

項　　目 目的、内容、算出根拠等 １８年度 １９年度 ２０年度

委　託　料   　　
建設工事に関する積算業務、施
工管理業務、調査設計業務等 228,081 155,089 143,279

補助金･交付金・
負担金

合　　　計 228,081 155,089 143,279

（２）その他

利子補給

税の減免額

出資金

貸付金

上記以外のもの

合　　　計

６　役職員の状況（各年度７月１日現在）

（１）役職員数 （単位：人）

１９年度 ２０年度 ２１年度

常勤役員数   2 2 2

うち県退職者

うち県派遣職員 2 2 2

常勤職員数  35 35 36

うち県退職者

うち県派遣職員 19 18 18

（２）役職員の平均年収等の状況

１９年度 ２０年度 ２１年度

役員数（県派遣又は県ＯＢ） 1.75人（1.75人） 　　　2人（2人） 　　　2人（2人）

役員平均年齢 58歳   　　　58.5歳   　　　　59歳

平均年収(千円） 11,010千円     11,423千円      10,550千円

職員数（県派遣又は県ＯＢ） 33.9人（19人） 　　35人(18人） 　　35人(18人）

職員平均年齢 38.7歳   　　38.7歳   　　39.2歳

平均年収(千円） 6,983千円       7,667千円       7,275千円

　①　対象は常勤の役職員です。（嘱託職員、日々雇用職員は除く。)
　②　役職員数は実人員を記入してください。
　③　平均年収は、役員報酬や給料等総人件費を実人員で除して算出してください。

※実人員の考え方
　・4月に役員が4人いて、年度途中で2人交替し、年度末に4人であった場合の実人員は4人
　・4月に役員が5人いて、10月から1人減り、年度末に4人であった場合の実人員は4.5人

項　　　目

項　　　目



７　見直し方針の取組状況

見直し方針

見直し
の概要

取組状況

その他（特
記事項等）

＊平成１８年１０月に千葉県行政改革推進本部で決定した見直し方針とその取組状況を記載してください（２７団体）。
＊２７団体以外の団体については、平成１４年に決定した方針とその取組状況を記載してください。

縮小

県受託事業の更なる見直し、市町村支援要請への対応
　①県受託
　　　県・建設技術センター・民間企業の役割分担を明確にし、直接実施すべき事業、
民間へ委託することが困難な事業について精査を進め、公益性の高い事業に特化す
る。
　②市町村受託
　　　技術者が不足している市町村への支援機関としての役割を果たすため継続す
る。

①19年6月に知事から「指定構造計算適合性判定機関」の指定を受け、建築物の判定
を行っている（20年度判定件数　857件）。
②総収入に対する県費割合は、前年度26％から21％に縮小し、県の受託事業に依存
する体質から改善を図った。
③県派遣職員について、11名（19年度）から10名（20年度）へ1名削減した。


